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令和７年１月22日 

 

株式会社オーシャンシステム 

  



令和７年１月22日 

 

株式会社オーシャンシステム 

代表取締役社長 樋口 勝人 

 

吸収合併に関する事前開示書面 

（会社法第794条第１項及び会社法施行規則第191条に基づく事前備置書面） 

 

当社は、令和６年12月26日付けで株式会社フーディー（以下、「フーディー」）との間で締結した吸

収合併契約（以下「本吸収合併」という。）に基づき、令和７年４月１日を効力発生日として、当社を

吸収合併存続会社、フーディーを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うこととしました。 

本吸収合併に関する、会社法第794条第１項及び会社法施行規則第191条に定める事項は下記のとおり

です。 

 

 

記 

 
１．吸収合併契約の内容 

別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

本吸収合併は完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

フーディーは、新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。 

 

４．計算書類等に関する事項 

（１）吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 

（２）吸収合併消滅会社における最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

（３）当社における最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

 



５．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本吸収合併効力発生後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。ま

た、本吸収合併後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況について、債務の履行に支障を及

ぼすような事態は現在のところ予測されておりません。 

したがって、本合併後における当社の債務について履行の見込みがあるものと判断いたします。 

 

以上 



合 併 契 約 書 

 

株式会社オーシャンシステム（以下「甲」という。）と株式会社フーディー（以下「乙」と

いう。）は、両者の合併に関し、以下のとおり合併契約（以下「本契約」という。）を締結す

る。 

 

第１条（合併の方法） 

甲及び乙は、本契約に従い、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社として合

併（以下「本合併」という。）し、甲は乙の権利義務の全部を承継して存続し、乙は解散する。 

 

第２条（商号及び住所） 

 本合併に係る吸収合併存続会社である甲及び吸収合併消滅会社である乙の商号及び住所は、

それぞれ次のとおりである。 

 （１）吸収合併存続会社 

     商 号：株式会社オーシャンシステム 

     住 所：新潟県三条市西本成寺二丁目 26 番 57 号 

 （２）吸収合併消滅会社 

     商 号：株式会社フーディー 

     住 所：山形県米沢市中田町 1209 番地の９ 

     

第３条（効力発生日） 

本合併がその効力を生じる日（以下「効力発生日」という。）は、令和７年４月１日とする。

但し、必要に応じて甲乙協議の上、合意によりこれを変更することができる。 

 

第４条（合併に際して交付する金銭等） 

甲は、本合併に際し、乙の株主に対して何らの対価を交付しない。 

 

第５条（資本金及び準備金の額） 

本合併に際して甲の資本金及び準備金の額は増加しない。 

 

第６条（合併承認） 

甲及び乙は、本合併は、甲にとって簡易合併、乙にとって略式合併の要件を満たすことを

相互に確認する。 

２ 甲及び乙は、本日までにそれぞれ取締役会を開催し、本契約締結に係る決議を得たこ

とを確認する。 

 

第７条（会社財産の引継） 

甲は、効力発生日において、乙の資産及び負債並びにこれらに付随する全ての権利義務を

引継ぐものとする。 

 

第８条（従業員の処遇） 

甲は、効力発生日における乙の雇用する全従業員を甲の従業員として引き継ぐものとする。

なお、当該従業員の処遇その他の取扱いについては、甲及び乙が協議の上、これを決定する。 

 

第９条（本契約の変更及び解除） 

本契約締結後、効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙の財産状

態若しくは経営状態に重大な変更が生じたとき又は本契約の目的の達成が困難となったとき

は、甲及び乙の協議により、本契約を変更し、又は本契約を解除することができる。 

 

第 10 条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良な管理者の注意をもってその業務

の執行及び財産の管理、運営を行い、その重要な財産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行

為については、あらかじめ甲及び乙が協議の上、これを行う。 

 

第 11 条（規定外事項） 

本契約に定めるもののほか、本合併に際し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙

が協議の上、これを定める。 

 

本契約の締結を証するため、本書１通を作成し、甲乙記名押印の上、甲が原本を保有し、

乙がその写しを保有する。 

 

令和６年 12 月 26 日 

 

              甲    新潟県三条市西本成寺二丁目 26 番 57 号 

     株式会社オーシャンシステム 

     代表取締役社長 樋口 勝人         

 

 

 

              乙    山形県米沢市中田町 1209 番地の９ 

                   株式会社フーディー       

                   代表取締役社長 横山 均     

別紙１ 



  

  

株式会社フーディー 
 

 

 

貸借対照表 
 

 
(令和６年３月31日現在) 

                                                                                               （単位：千円） 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流 動 資 産 47,941 流 動 負 債 41,968 

現 金 及 び 預 金 11,978 買 掛 金 14,439 

売 掛 金 31,315 1年内返済予定の関係会社長期借入金 4,967 

原 材 料 4,275 リ ー ス 債 務    768 

前 払 費 用 460 未 払 金 4,388 

そ の 他 11 未 払 費 用 12,507 

貸 倒 引 当 金 △100 未 払 法 人 税 等 96 

固 定 資 産 55,103 未 払 消 費 税 3,079 

有 形 固 定 資 産 49,882 賞 与 引 当 金 1,312 

建 物 6,309 預 り 金 409 

構 築 物 489 固 定 負 債 
 

73,148 

機 械 及 び 装 置 1,298 関 係 会 社 長 期 借 入 金 53,068 

土 地 41,785 退 職 給 付 引 当 金 1,580 

無 形 固 定 資 産 1,776 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 18,500 

の れ ん 1,463 負 債 合 計 115,117 

電 話 加 入 権 313 純   資   産  の  部 

投 資 そ の 他 の 資 産 3,443 株 主 資 本 △12,073 

出 資 金 3,095 資 本 金 10,000 

破 産 更 生 債 権 109 利 益 剰 余 金 △22,073 

敷 金 48 利 益 準 備 金 5,000 

差 入 保 証 金 300 そ の 他 利 益 剰 余 金 △27,073 

貸 倒 引 当 金 △109 繰 越 利 益 剰 余 金 △27,073 

  純 資 産 合 計 △12,073 

資 産 合 計 103,044 負 債 ・ 純 資 産 合 計 103,044 

 

別紙２ 



  

  

株式会社フーディー 

 

 

 

 

 

損益計算書の要旨 
 

 

(令和５年４月１日から 
令和６年３月31日まで ) 

                                        （単位：千円） 
 

科       目 金       額 

売 上 高 345,664 

売 上 原 価 256,778 

売 上 総 利 益 88,886 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 98,705 

営   業   損   失  9,819 

営 業 外 収 益 1,114 

営 業 外 費 用 1,870 

経   常   損   失  10,575 

特 別 損 失 290 

税 引 前 当 期 純 損 失  10,866 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 72 

当  期  純  損  失  10,938 

 
 

 



  

  

個 別 注 記 表                   
株式会社 フーディー                     自 令和 ５年４月 １日 

至 令和 ６年３月３１日 

 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項 

 1.資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

  時価のないもの  移動平均法による原価法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

         原材料  最終仕入原価法 

 2.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）     

法人税法の規定による定率法、ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）ならびに平成 28 年 4 月 1 日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま

す。 

リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており

ます。 

3.引当金の計上基準 

貸倒引当金     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金     従業員の賞与の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

4.その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ. 貸借対照表等に関する注記 

  有形固定資産の減価償却累計額  250,726 千円 

 


